
費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★国民健康保険特別 ○国民健康保険の概要

　会計 　・加入世帯及び被保険者数

　国保1世帯当たりの被保険者数(年度平均)…1.51人

　・国民健康保険で負担した医療給付費

※医療給付費…医療費のうち三島市が支出した、療養給付費、療養費、

　　　　　　　高額療養費、高額介護合算療養費、移送費の合計。

※1人当たり医療給付費…医療給付費を年度平均被保険者数で除したもの。

01款 総務費　　　　　　　 

 02項 徴税費　　　　　　 

  01目 賦課徴収費　　　　 

41,713,307円

○保険税の状況 ※収納額に還付未済を含まない。

　・全体の収納状況

　・医療給付費分の収納状況

 

 

　・後期高齢者支援金分の収納状況

 

滞 納 繰 越 304,955,433

区 分

86,934,394 8,347,234 209,673,805 28.51

合 計 2,044,212,333 1,756,977,157 8,506,616 278,728,560 85.95

現 年 度 2,406,643,300 2,307,303,908 202,000 99,137,392 95.87

滞 納 繰 越 426,857,509 120,662,640 11,541,805 294,653,064 28.27

合 計 2,833,500,809 2,427,966,548 11,743,805 393,790,456 85.69

　 現年度と滞納繰越の合計収納率　　　　　　　　 　前年度比1.44ポイント増

　 1世帯当たりの保険税調定額(現年度分、以下同様) 160,240円　前年度比2.53%減

　 1人当たりの保険税調定額(現年度分、以下同様)　 106,094円　前年度比1.57%減

25,963,307 0

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納欠 損額 未 収 額 収 納 率

(単位　円、％) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金

合 計 518,375,277 453,061,106 1,641,525 63,672,646 87.40

 　後期高齢者支援金分の現年度と滞納繰越の合計収納率　前年度比0.83ポイント増

69,054,755 96.02

　 医療給付費分の現年度と滞納繰越の合計収納率　　 前年度比1.56ポイント増

　 1世帯当たりの保険税(医療給付費分)調定額　　115,804円　前年度比2.42%減

　 1人当たりの保険税(医療給付費分)調定額  　 　76,673円　前年度比1.46%減

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納欠 損額 未 収 額 収 納 率

現 年 度 452,256,100 434,282,839 40,618 17,932,643 96.03

滞 納 繰 越 66,119,177 18,778,267 1,600,907 45,740,003 28.40

1,739,256,900 1,670,042,763 159,382現 年 度

市 債 そ の 他

41,713,307 15,750,000

(単位　　円) 

3.56 329,156 5.78

一般被保険者 22,684 △ 486

退職被保険者 0

被
保
険
者

 総　数 22,684 △ 486

(単位　円、％) 

　 1世帯当たりの保険税(後期高齢者支援金分)調定額　30,112円　前年度比2.31%減

　 1人当たりの保険税(後期高齢者支援金分)調定額 　 19,937円　前年度比1.36%減

(単位　円、％) 

被
保
険
者

 総　数 7,466,578,780

一般被保険者 7,466,578,780 3.56 329,156 5.78

退職被保険者 0 △ 100.00 － －

医療給付費
1人当たり
医療給付費

退
職

単独世帯 0 0

混合世帯 0 0

0

(前年度比) (前年度比)

調 定 額 収 納 額 不 納欠 損額 未 収 額 収 納 率

 総　数 15,019 △ 173 29.51

(単位　世帯･人、％、ポイント) 

(単位　円、％) 

△ 0.82

一般世帯 15,019 △ 173

20.40 △ 0.67

市内全体に
占める加入率
(年度末時点)(前年度増減) (前年度比)

加入数
(年度平均)

世

帯
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・介護納付金分の収納状況

 

 

○コンビニエンスストア等収納代行業務

　　令和2年11月からPayPay請求書払いによる納付サービスを開始した。

　・コンビニエンスストア等収納代行業務委託 円

(取扱件数)

○預金調査電子化業務

　　預金調査の一部電子化を導入した。

　・預金調査電子化業務委託 円

　　取扱件数(一般会計分含む)　24金融機関　2,640件

02款 保険給付費　　　　　 

 01項 療養諸費　　　　　 

  01目 一般被保険者療養　 

       給付費　　　　　　 

6,454,744,186円 ○一般被保険者療養給付 円

 

 

 

  03目 一般被保険者療養　 

       費

60,935,323円

○一般被保険者療養費支給 円

578,946

収 納 率

2,723,662

国 民 健 康 保 険 税 35,051

(単位　　件) 

281 487

合　計PayPayLINE Pay
モバイルレジ
クレジット

モバイルレジコンビニ税　目

滞 納 繰 越 55,782,899 14,949,979 1,593,664 39,239,256

217,928,285 1,595,664 51,389,250 80.44

　 介護納付金分の現年度と滞納繰越の合計収納率　 　前年度比1.50ポイント増

　 1世帯当たりの保険税(介護納付金分)調定額　　 36,844円　前年度比1.92%減

　 1人当たりの保険税(介護納付金分)調定額  　　 31,716円　前年度比1.53%減

現 年 度 215,130,300 202,978,306 2,000 12,149,994 94.35

116 2,593 38,528

26.80

合 計 270,913,199

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納欠 損額 未 収 額

836 64,808,950

合 計

一 般 財 源
国・県支出金

一 般 財 源

127

(単位　円、％) 

392,392 8,739,649,815

(　)の件数は診療費に含まれる

決　算　額
特　　定　　財　　源

ア ン マ ･ マ ッ サ ー ジ 281 8,011,140

ハ リ ･ キ ュ ウ

1,439,130,596

訪 問 看 護

6,454,744,186

 (単位　件、円) 

区 分 件 数 費 用 額

補 装 具 168 6,227,250

柔 道 整 復 師

診 療 費 246,783 7,092,784,144

食 事 療 養 (4,920) 142,926,125

国・県支出金 市 債 そ の 他

60,935,323

 (単位　件、円) 

区 分 件 数 費 用 額

60,935,323 60,935,323 0

6,454,744,186 6,454,744,186 0

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

診 療 費 361 13,032,399

7,390 55,002,321

1,127,920

合 計 8,327 83,401,030

市 債 そ の 他

調 剤 144,773

(単位　　円) 
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 02項 高額療養費　　　　 

  01目 一般被保険者高額　 

       療養費　　　　　　 

950,005,316円

○一般被保険者高額療養費支給 円

　　支給件数　16,878件

 04項 出産育児諸費　　　 

  01目 出産育児一時金　　 

29,703,023円

○出産育児一時金支給 円

　　支給件数　71件 　1人当たりの限度額 420,000円

 05項 葬祭諸費　　　　　 

  01目 葬祭費　　　　　　 

8,600,000円

○葬祭費支給 円

　　支給件数　172件　1件当たり  50,000円

 06項 傷病手当諸費　　　 

  01目 傷病手当金　　　　 

34,028円

○傷病手当金支給 円

　　支給件数　1件

03款 国民健康保険事業費　 

　　 納付金  

 01項 医療給付費分  

  01目 一般被保険者医療  

       給付費分　

○一般被保険者医療給付費分事業費納付金 円

2,198,955,526円

  02目 退職被保険者等医  

       療給付費分　

2,272,720円

○退職被保険者等医療給付費分事業費納付金 円

○退職被保険者等過年度精算分 円

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

(単位　　円) 

国・県支出金

決　算　額
特　　定　　財　　源

そ の 他

2,198,955,526

市 債

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金
決　算　額

市 債

0

(単位　　円) 

8,600,000

950,005,316

950,005,316

市 債

国・県支出金

29,703,023

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
そ の 他

8,600,000

34,028 34,028

19,802,015 9,901,008

950,005,316

34,028

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

2,272,720

市 債 そ の 他

一 般 財 源

1,118,073

2,272,720

0

そ の 他

8,600,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金

1,154,647

2,198,955,526 150,734,580 472,821,265 1,575,399,681

29,703,023
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 02項 後期高齢者支援金　 

      等分　　  

  01目 一般被保険者後期

       高齢者支援金等分

715,506,347円 ○一般被保険者後期高齢者支援金等分事業費納付金 円

  02目 退職被保険者等後  

       期高齢者支援金等

       分

196,883円

○退職被保険者等後期高齢者支援金等分事業費納付金 円

 03項 介護納付金分  

  01目 介護納付金分  

252,818,728円

○介護納付金分事業費納付金 円

05款 保健事業費　　　　　 

 01項 保健事業費　　　　 

  01目 保健衛生普及費　　 

 

6,565,294円

○医療費通知発送事業

　　令和3年1月～12月受診の保険診療分の医療費を年6回に分けて通知

　　　通知件数　　96,293件

○後発医薬品差額通知発送事業

　　後発医薬品がある医薬品を使用している方へ、後発医薬品に変更した

　場合の医療費削減額を年2回通知

　　　通知件数　　 2,735件

 02項 特定健康診査等事　 

      業費　　  

  01目 特定健康診査等事　 

       業費　  

122,699,588円 ○健康診査・指導

　　被保険者の生活習慣病予防のため、40歳～74歳の人を対象に特定健康

　診査及び特定保健指導を、35歳～39歳の人を対象に健康診査及び保健指

　導を実施した。

国・県支出金 市 債 そ の 他

574,978,819 140,527,528

715,506,347

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

決　算　額
特　　定　　財　　源

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金

(単位　　円) 

(単位　　円) 

国・県支出金 市 債 そ の 他

196,883

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

0

715,506,347

167,074

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

6,565,294 6,565,294

196,883

122,699,588 47,444,090 74,067,498

252,818,728

そ の 他

29,809

1,188,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

決　算　額

252,818,728 252,818,728 0

市 債

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

-165-



費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・特定健康診査(40歳～74歳)

人 人 %

　・特定保健指導(40歳～74歳)

人 人 %

人 人 %

人 人 %

　・健康診査(35歳～39歳)

人 人 %

　・保健指導(35歳～39歳)

人 人 %

人 人 %

人 人 %

・人間ドック

人 人 人 人

※脳ドック(人間ドックと併せて実施)

　対象者…40歳～74歳で年度末年齢が偶数の被保険者

※40歳～74歳の人間ドック受診者数は、特定健康診査の除外対象者(1名)を含む

06款 基金積立金　　　    

 01項 基金積立金　　   

  01目 基金積立金  

 

89,642,917円

○基金積立金の状況

市 債

3 25.0

国・県支出金

15.1

事業名 対象者数 利用者数 利用率

38.5

12

6,965 (371人) 38.1

利用者数 利用率

動機付け支援 446 170 38.1

そ の 他

減 基 金 現 在 高

三島市国民健康保険
運営基金

548,178,568

対象者数 受診者数 (うち人間ドック) 受診率

事業名 対象者数

動機付け支援

14,867 89,628,050

5 7 372 (54人) 384

積極的支援 155 40 25.8

合　　　計 601 210 34.9

対象者数

名 称
令和２年度末

18,303

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

積極的支援

受診者数 (うち人間ドック)

8 32.0

35歳未満 35～39歳 (うち脳ドック)

(単位　　円) 

受診者数合計

合　　　計 25

40歳～74歳

89,642,917

決　算　額

令和３年度中の増減額 令和３年度末

基 金 現 在 高 増

89,642,917 83,849,187 553,972,298

(単位　　円) 

受診率

842 127 (7人)

13 5
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★介護保険特別会計 ○介護保険の概要

　　わが国の高齢期を支える制度として定着した介護保険制度は、平成12

　年施行時以来、サービスの提供基盤が急速に整備された。

 　 平成12年度末の65歳以上の高齢者数17,814人(高齢化率15.9%)に対し、

　令和3年度末は32,392人と増加しており、高齢化率は30.0%と大台に達し

　介護保険サービスを受けられる要介護･要支援認定者数は、制度の浸透

　や後期高齢者の増加に伴い、平成12年度末の1,721人に対し、令和3年度

　末は4,967人と約2.9倍に増加した。

　　このため、介護保険サービスの給付費が大幅に増加し、平成12年度の

　2,119,473千円に対し、令和3年度の給付額は7,662,262千円と約3.62倍

　の増加となった。

　　令和3年度は｢第８期介護保険事業計画｣の初年度であり、計画の基本

　理念に掲げた｢地域共生社会の実現と健康寿命の延伸｣に基づき、高齢者

　が住み慣れた地域でいきいきと自立した生活を送ることができるよう、

　各サービスの質と量の確保を図るとともに、介護予防施策を推進し、高

　齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止に努めた。

　　また、地域共生社会の実現に向け、総合的な認知症施策や在宅医療･

　介護の連携の積極的な展開を図った。

01款 総務費

 01項 総務管理費  

  01目 一般管理費  

107,299,004円

○地域密着型サービス事業 円

　　要介護者の住み慣れた地域での暮らしを支える地域密着型サービスが

　地域に根ざして普及･定着するよう、地域密着型サービス事業所を指導

　した。また、地域密着型サービス運営懇話会を開催し、サービスの質の

　確保等について意見交換を実施した。

　　　開催回数　2回(うち、書面開催 1回)

○介護保険システムの改修

　　令和3年8月の介護保険制度改正等に伴い、必要な介護保険システムの

　改修を行った。

　　　介護保険保険者システム改修業務委託 円

 02項 徴収費

  01目 賦課徴収費　　　　 

 

8,448,180円

○保険料の状況(年間保険料額)

4,510,000

第4段階

第2段階

世帯全員が住民税非課税で、第1段階及び第2段階以外

52,200円
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課
税で前年の合計所得金額(課税年金に係る所得を除く)＋課税
年金収入額が80万円以下

26,100円
世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所得金額(課税年金に
係る所得を除く)＋課税年金収入額が80万円より多く120万円
以下

第3段階 40,600円

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金 市 債 そ の 他

8,448,180 8,192,580 255,600

所得段階 保険料 所　得　区　分

第1段階 17,400円

・生活保護の受給者
・世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉年金受給者又は前年
　の合計所得金額(課税年金に係る所得を除く)＋課税年金収
　入額が80万円以下

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

107,299,004 2,365,000 104,674,004 260,000

160,729

(単位　　円) 

決　算　額
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 

　・収納状況　※収納額に還付未済を含まない。

 03項 介護認定費

  01目 介護認定審査会費

14,864,152円

○認定審査会の状況

　　要介護･要支援認定の申請を受け、審査判定を行うため、月･火･金曜

　日、または、月･水･金曜日の週3回介護認定審査会を開催した。

　　令和3年度は、介護認定審査会を133回開催し、3,192件の申請につい

　て認定を行った。

　　　認定結果

75,400円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が190万円以上
200万円未満

第9段階 89,900円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が200万円以上
300万円未満

第10段階 101,500円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が300万円以上
500万円未満

第11段階 118,900円 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が500万円以上

(単位　円、％) 

区 分 調 定 額 収 納 額 不 納欠 損額 未 収 額 収 納 率

現
年
分

特別徴収 1,722,276,900 1,722,276,900 0 0 100.00

普通徴収 140,616,800 130,583,850 0 10,032,950 92.87

小 計 1,862,893,700 1,852,860,750

第5段階 58,000円
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人は住民税非課
税で第4段階以外

第6段階 63,800円 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が125万円未満

第7段階 72,500円
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が125万円以上
190万円未満

第8段階

非 該 当 42 1.3%

要 支 援 1 438

99.46

滞納繰越分 30,309,150 5,162,550 7,282,950 17,863,650 17.03

302 9.5%

要 介 護 1

合 計 1,893,202,850 1,858,023,300 7,282,950 27,896,600 98.14

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

14,864,152 14,864,152 0

(単位　件) 

項　　目 件  数 構  成  比

0 10,032,950

要 介 護 4 491 15.4%

要 介 護 5 338 10.6%

合    計 3,192 100.0%

要 支 援 2

725 22.7%

要 介 護 2 465 14.6%

要 介 護 3 391 12.2%

13.7%

所得段階 保険料 所　得　区　分
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  02目 認定調査費

59,147,326円

○認定調査事業 円

　　要介護･要支援認定の申請者に対して、訪問調査を実施した。また、

　認定審査のための主治医意見書を取り寄せた。

　　令和3年度の申請件数は、新規申請1,369件、更新申請2,134件、区分

　変更申請757件、認定済転入等申請51件の計4,311件であった。

訪問調査実施件数

 04項 運営懇話会費  

　01目 運営懇話会費  

 

354,500円

○運営懇話会事業 円

　　｢第９次三島市高齢者保健福祉計画・第８期三島市介護保険事業計画｣

　(令和3年度から令和5年度)に掲げている事業の進捗状況に関して、三島

　市高齢者保健福祉及び介護保険運営懇話会を開催し、検討を行った。

　　　開催回数　2回(うち、書面開催 1回)

02款 保険給付費

 01項 介護給付費　　　　 

  01目 介護サービス費　　 

7,412,494,117円

○居宅介護サービス費

 

 

 

352,617,676

合　　　計 89,095 3,739,662,375

特定福祉用具販売 247 8,159,976

住宅改修 211 19,861,682

国・県支出金 市 債

居宅介護支援 25,024

福祉用具貸与 16,889 215,143,933

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

59,147,326 59,147,326 0

59,147,326

主治医意見書作成件数 3,300件

3,219件 (うち、委託107件･嘱託依頼10件)ほか受託20件

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

そ の 他

特定施設入居者生活介護
(短期利用型含む)

7,412,494,117 2,656,184,672 3,064,693,820 1,691,615,625

項　　　目 利用件数(件) 保険給付額(円)

訪問介護 9,740 843,475,655

訪問入浴介護 642 37,621,795

訪問看護 4,317 160,759,970

訪問リハビリテーション 827 25,227,312

居宅療養管理指導 10,028 67,498,856

通所介護 11,405 921,085,118

通所リハビリテーション

一 般 財 源

2,306 439,261,002

3,788 273,704,300

短期入所生活介護 3,197 333,922,581

短期入所療養介護
(介護老人保健施設) 474 41,322,519

354,500 354,500 0

354,500

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○地域密着型介護サービス費

 

○施設介護サービス費

 

○高額介護サービス費 件 円

○特定入所者介護サービス費 件 円

 02項 介護予防費　　　　 

  01目 介護予防サービス  

　  　 費  

249,768,134円

○介護予防サービス費

項　　　目 利用件数(件) 保険給付額(円)

認知症対応型共同生活介護 1,769 453,801,604

地域密着型介護老人福祉施設 235 57,063,387

認知症対応型通所介護 1,015 121,405,728

小規模多機能型居宅介護

249,768,134

980,766

介護医療院 302 96,378,810

介護療養型医療施設 5

486

2,348,518,940

16,594 212,031,718

5,497 164,974,544

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

94,882,201

地域密着型通所介護 1,945 168,600,599

合　　　計 5,822 947,306,540

項　　　目 利用件数(件) 保険給付額(円)

介護老人福祉施設 5,180 1,332,459,845

介護老人保健施設 3,256 918,699,519

合　　　計

項　　　目 利用件数(件) 保険給付額(円)

訪問入浴介護 11 100,817

訪問看護 1,187

福祉用具貸与 6,067 38,808,435

特定福祉用具販売 91 2,514,690

103,266,572 56,999,934

294,582

特定施設入居者生活介護 390 27,147,811

89,501,628

8,743

29,394,456

訪問リハビリテーション 249 6,429,168

居宅療養管理指導 790 4,764,586

通所リハビリテーション 2,670 81,040,376

住宅改修 133 13,182,093

介護予防支援 8,298 38,243,081

合　　　計 20,029 246,360,570

短期入所生活介護 130 4,440,475

短期入所療養介護
(介護老人保健施設) 13

51,553,021372
定期巡回･随時対応型
訪問介護看護
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○地域密着型介護予防サービス費

○高額介護予防サービス費 件 円

○特定入所者介護予防サービス費 件 円

 03項 その他諸費　　　　 

  01目 審査支払手数料　　 

 

5,829,866円

○審査支払手数料 円

　・国保連審査支払業務手数料 円

　・償還払給付額管理処理委託手数料 円

　・高額介護サービス費対象者抽出処理委託手数料 円

　・高額介護サービス費給付判定結果処理委託手数料 円

　・介護保険統計資料作成処理事務手数料 円

　・第三者行為求償事務手数料 円

03款 地域支援事業費

 01項 介護予防・日常生

　　　活支援総合事業費

  01目 介護予防・生活支

　　　 援サービス事業費

○介護予防・生活支援サービス事業 円

206,799,713円 　・国保連審査支払業務手数料(総合事業分) 円

　・介護予防・生活支援サービス業務委託

○その他負担金

　・介護予防・生活支援サービス費負担金 円

　  高額介護予防サービス費相当事業 円

　  高額医療合算介護予防サービス費相当事業 円

○国・県支出金を伴う事業費補助金

　・訪問型サービス事業費補助金 円

　　訪問型サービスB(住民主体による支援方式)によるサービス提供のう

　　ち、サービス単価の伴わない実施主体(自治会、NPO等)に対し、事業

　　費の一部を支援した。　

　　　交付実績　1団体　　

市 債

21,144,505

59,514,583

利用件数

延べ40人

介護予防ケアマネジメント

合　　計

訪問型サービス

通所型サービス

項　　目

14,520件

6,071件

3,748件

670,220

(単位　　円) 

4,701件

決　算　額
特　　定　　財　　源

87,630

205,941,863

757,850

利用人数

訪問型サービスB

項　目

認知症対応型通所介護

事業給付額(円)

100,000

一 般 財 源
国・県支出金

10 360,998

そ の 他

206,799,713

5,829,866 2,017,723 2,388,800 1,423,343

5,829,866

5,630,768

27,898

59,506

58,224

20,000

33,470

173,724

174,444

項　　　目 利用件数(件) 保険給付額(円)

26 107,551

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

358,437

金　額　(円)

81,124,758 9,522,378116,152,577

124,934,607

205,593,695

2,360,670

219,908

小規模多機能型居宅介護 38

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

認知症対応型共同生活介護 1

合　　　計 49 2,941,576

115
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  02目 一般介護予防事業

       費

10,976,219円

○一般介護予防事業（地域包括ケア推進課） 円

　・介護予防普及啓発事業

　・地域介護予防活動支援事業

　　地域における住民主体の介護予防活動の育成･支援を行った。

　　　参加者　415人

　・地域リハビリテーション活動支援事業手数料 円

　　地域における介護予防の取組の機能強化を目的に、住民運営の通いの

　　場(地域サロン等)や体操を普及するボランティア育成のための講座に

　　リハビリテーション専門職を派遣した。

　　　リハビリテーション専門職派遣延人数　22人

○一般介護予防事業（健康づくり課） 円

　・介護予防普及啓発事業

 02項 包括的支援事業・  

　 　 任意事業費  

　01目 地域包括支援セン  

　  　 ター運営事業費

137,354,684円 ○地域包括支援センター運営事業 円

　　高齢者の心身の健康保持及び生活安定のために必要な援助を行うこと

　により保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援するため、市内5

　圏域(三島南、三島北、北上、錦田、中郷の5地区)に地域包括支援セン

　ターを設置し、総合相談支援、権利擁護及び包括的･継続的ケアマネジ

　メント支援の各業務を実施した。

介護予防資料等の
配布

脳トレ問題や介護予防に関する資料を
配布するとともに、通いの場マップ、
市の講座情報資料を作成し配布した。

高齢者を対象に、介護予防に対する基
本的な知識を普及するため、有識者等
による講演会や教室、相談会等を開催
した。

140 2,176

212,980

内　　　　　　　　容

(単位　回、人) 

回 数

79,051,054

(単位　　円) 

国・県支出金

市 債

人 数

(単位　回、人) 

種　　　別 内　　　　　　　　容 回 数 人 数

高齢者健康教育
(出前健康講座)

老人クラブ等から依頼を受け、老後に
おける健康の保持･増進、寝たきり予
防、認知症予防等についての健康講座
を実施した。

28

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国・県支出金

市 債 そ の 他

137,354,684

(単位　　円) 

介護予防教室等

3,520

決　算　額

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

種　　　別

27,950,073 30,353,557

93,427,022

10,889,798

そ の 他

10,976,219 4,914,020 5,425,372 636,827

9

628

86,421

高齢者健康相談会
(出前健康講座･相談)

老人クラブ等からの依頼により、健康
チェックや寝たきり予防等の健康管理
についての相談指導を実施した。
※上記高齢者健康教育と同時開催もあり

4 8
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・地域包括支援センター運営懇話会

　　地域包括支援センターの適切、公正かつ中立な運営確保のため、

　　地域包括支援センター運営懇話会を開催した。

　　　開催回数　　2回

　・地域包括支援センター運営委託　 　 円

　　市内4地区において地域包括支援センターの設置運営を委託した。

　

　・地域包括支援センター三島(直営)

　　　相談件数2,065件 　相談実人数502人

　02目 任意事業費

 

12,634,025円  

○家族介護教室事業 円

　　要介護高齢者を介護する家族等に対し、介護知識や技術を習得するた

　めの教室を開催した。

　・家族介護教室

　　　広小路クリニック　　開催回数　4回　　委託料　80,000円

　　　(一社)倭輝IKKI　　　開催回数　1回　　委託料　20,000円　

　　　三島北地区地域包括支援センター　動画の配信を実施 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委託料　148,600円

○認知症高齢者見守り事業（地域包括ケア推進課） 円

　　行方不明になる可能性のある認知症等高齢者の行方不明時の早期発見･

　保護のため、身元不明者保護情報共有サービス用QRコード圧着シール及

　びキーホルダーを配付したほか、認知症を正しく理解し認知症の人とそ

　の家族を支える｢認知症サポーター｣を養成･育成した。

　・認知症高齢者等見守り登録事業　

　　　累計登録者数　106人

　・認知症サポーター事業

　　　養成講座開催回数　26回、養成人数　462人

○家族介護継続支援事業 円

　　介護認定要介護度3以上の在宅で寝たきりの高齢者を介護している市

　県民税非課税世帯の対象者に対し、紙おむつを給付した。

　　　利用実人数　　　48人　　

○成年後見制度利用支援事業 円

　　判断能力に欠ける身寄りのない認知症高齢者の成年後見人等の報酬費

　用を支援した。

      報酬付与件数　6件

2,766,008

248,600

160,041

356

(単位　円、件、人) 

中郷 社会福祉法人　静和会 22,306,000 2,695 352

相談実人数

三島北 社会福祉法人　ウェルネスケア 18,950,875 4,945

22,306,000 4,072 440

121,028円

4,14722,306,000

国・県支出金 市 債 そ の 他

12,634,025 7,203,630 2,664,387

39,013円

85,868,875

地区

北上 医療法人社団　志仁会

(単位　　円) 

一 般 財 源

独立行政法人地域医療機能
推進機構 三島総合病院

378

85,868,875 15,859

錦田

1,526合　　計

1,340,694

委　託　先 金　額 相談件数

決　算　額
特　　定　　財　　源

855,970
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○福祉用具・住宅改修支援事業 円

　　住宅改修理由書作成手数料　　56件×2,200円

○地域自立生活支援事業（介護保険課） 円

　・介護サービス相談員報酬 円

　　　6,000円×5回×7人(定例会)、6,000円×6回(活動費)

○介護給付等費用適正化事業 円

　・介護給付費通知　　対象者　2,381人

　・ケアプラン指導研修業務委託 円

　　　研修実施回数　6回

○地域自立生活支援事業（福祉総務課） 円

　・一人暮らし高齢者等給食サービス事業委託 円

　　食生活の改善と安否の確認を目的として、市内の高齢者に昼食サービ

　　スを提供した。

　　　個人負担金 380円　 9,770食

　・高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業委託 円

    市営加茂住宅Ａ棟(18戸)に居住する高齢者を対象に生活援助員を派遣

 　 し、生活指導や安否確認、緊急時の対応等のサービスを提供すること

 　 により、安全かつ快適な生活を営めるよう支援した。

　03目 包括的支援事業費

 

20,468,306円  

○認知症初期集中支援推進事業 円

　　認知症サポート医と医療･介護の専門職で構成される認知症初期集中

　支援チームを設置し、必要な医療や介護サービス等につながるよう訪問

　支援及び検討会議を行った。また、ファイブ･コグ(脳の元気度チェック)

　を実施し、認知症の早期発見及び普及啓発を行った。

　・認知症初期集中支援チーム医謝礼 円

　　　認知症初期集中支援チーム員会議　　　開催回数 12回

　　　認知症初期集中支援チーム検討委員会　開催回数  2回

○認知症地域支援・ケア向上事業 円

　  認知症の人とその家族への相談支援や支援体制を構築する役割を持つ

  認知症地域支援推進員を2人雇用し、認知症の人が在宅生活を継続でき

　るよう相談支援を行った。また、認知症カフェを市内5地区(うち4地区

　は委託)で開設した。

　・相談件数　325件

　・認知症カフェ事業委託(4カ所) 円

　・認知症ケアパス、ケアラー手帳の発行 円

○在宅医療・介護連携推進事業 円

　　高齢者が住み慣れた地域で人生の最期まで生活できる体制を構築する

　ため、在宅医療介護連携推進会議及び研修会等を開催した。また、医療

　介護連携センターを三島市医師会に委託し、在宅医療コーディネーター

　による医療に関する相談支援を行った。

　・在宅医療介護連携推進会議　開催回数 3回

　・入退院支援検討部会　　　　開催回数 3回

　・多職種連携研修会　　　　　開催回数 1回

　・医療介護連携センター運営業務委託 円

      相談件数　　103件

3,832,600

273,596

123,200

246,000

385,931

100,000

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

20,468,306

3,800,000

900,000

11,780,022 4,165,061 4,523,223

429,790

240,000

5,623,388

決　算　額
特　　定　　財　　源

(単位　　円) 

249,250

4,225,589

9,155,793

2,350,000
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○生活支援・介護予防サービス基盤整備事業 円

　　日常生活上の支援体制の充実･強化及び高齢者の社会参加の推進を一

　体的に行っていくことを目的とし、第1層生活支援コーディネーターを

　1人雇用し市内全域を担当するとともに、社会福祉協議会への委託にて

　各日常生活圏域に第2層生活支援コーディネーターを配置した。また、

　地域課題について話し合う介護予防･生活支援体制整備推進協議会を開

　催した。

　　　第1層生活支援コーディネーター 1人

　　　第1層介護予防･生活支援体制整備推進協議会　開催回数 2回

　・生活支援コーディネート業務委託 円

　　　第2層生活支援コーディネーター　5人

　　　第2層介護予防･生活支援体制整備推進協議会延べ開催回数 15回

○地域ケア会議推進事業 円

　　多職種協働により個別事例を検討して地域課題を抽出し、その課題を

　地域づくりや政策形成に結びつけるための地域ケア会議を開催した。

　・地域ケア個別会議　　　　　　　　　開催回数 32回

　・介護予防のための地域ケア個別会議　開催回数 12回　　

　・地域ケア推進会議　　　　　　　　　開催回数  1回　

○認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 円

　　認知症の人が地域で自分らしく暮らし続けることができるよう、チー

　ムオレンジコーディネーターを配置し、認知症の人やその家族をつなぐ

　チームオレンジを設置した。

　　　チームオレンジコーディネーター 3人

　　　チームオレンジ連絡会実施回数　12回

　　　チームオレンジ設置数　1チーム

 03項 地域支援事業・

　 　 市単独任意事業費

　01目 地域支援事業・

　  　 市単独任意事業費

15,020円 ○地域支援事業・市単独任意事業 円

　　判断能力に欠ける身寄りのない認知症高齢者等の成年後見制度利用の

　諸手続を行った。

04款 基金積立金　　　　　　

 01項 基金積立金　　　　　

  01目 基金積立金　　  

106,668,932円

○基金積立金の状況

介護保険運営基金

令和３年度末

基 金 現 在 高

539,787,931 106,668,932 60,643,000

名 称
令和２年度末 令和３年度中の増減額

(単位　　円) 

増 減 基 金 現 在 高

585,813,863

5,500,000

74,628

9,658,825

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

15,020

国・県支出金 市 債

15,020 15,020 0

(単位　　円) 

106,668,932 99,994,975 6,673,957 0

(単位　　円) 

そ の 他
決　算　額

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

222,086
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

06款 諸支出金 　

 01項 償還金 　

  01目 償還金  

16,233,263円

○償還金の状況

　　令和2年度介護保険事業費の精算に伴う国･県･社会保険診療報酬支払

　基金からの超過受入額返還金

　・令和元･2年度介護保険料還付未済等に係る過誤納還付金　

 02項 繰出金 　

　01目 一般会計繰出金 　

 

35,395,212円

○一般会計繰出金の状況

　　令和2年度介護保険事業費の精算に伴う一般会計からの超過受入額返

　還金の繰出しを行った。

　　　給付費分 円

　　　地域支援事業分 円

　　　低所得者保険料軽減事業分 円

　　　事務費分 円

6,129,607

171,000

地域包括ケア推進課

介 護 保 険 課

13,183,161

8,368,742

22,725

16,233,263

13,820,584

区　　分 金　額

国 費 返 還 金 6,300,607

県 費 返 還 金 3,512,258

支 払 基 金 返 還 金

決　算　額

過 誤 納 還 付 金

35,395,212 9,170,171

4,831,898

合　　計 14,644,763

区　　分

(単位　　円) 

(単位　　円) 

(単位　　円) 

金　額

1,588,500

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

国・県支出金 市 債 そ の 他
決　算　額

16,233,263

(単位　　円) 

26,225,041

特　　定　　財　　源
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★後期高齢者医療特別 ○後期高齢者医療特別会計の概要

　会計 　　県内の全市町が参加する静岡県後期高齢者医療広域連合を運営主体と

　した、独立した後期高齢者医療制度(加入者は75歳以上と一部の障がい

　を持った人)を平成20年度から実施。　

　　医療機関等での本人の一部負担金を除く後期高齢者医療費の財源構成

　は公費5割(国4/12、県1/12、市1/12)、支援金4割、保険料1割となって

　おり、この内、市の特別会計へ納付された保険料及び保険料軽減額に対

　する市県負担金(保険基盤安定負担金)を広域連合へ納付した。

01款 後期高齢者医療広域  

　　 連合納付金

 01項 後期高齢者医療広  

　　　域連合納付金

  01目 後期高齢者医療広

　　　 域連合納付金 ○保険料の状況

　・賦課の状況(現年)

1,501,843,826円

　・収納状況　※収納額に還付未済を含まない。

 

・現年度1人当たりの保険料調定額(過年度分を除く)　72,495円

○広域連合への納付状況

　・保険料等納付金　1,269,986,000円(3月末までに収納された保険料等)

　・令和3年度分保険料等納付金　4,099,050円(4～5月に収納された前年

　　度保険料等)

　・保険基盤安定額納付金　227,546,376円

　　7割、5割、2割軽減分、被扶養者軽減分の3/4を県、1/4を市負担で広

　　域連合に納付 

　　　県負担分　170,659,782円　　市負担分　56,886,594円

  (単位　　円、％) 

調 定 額 収 納 額 不 納欠 損額 未 収 額 収 納 率

2,468 38 7,132 17,498

△ 518 △ 168 △ 125 △ 7

特 別 徴 収

普 通 徴 収

1,501,843,826

372 371 9 2,039 3,992

合　計 1,279,942,100 1,271,838,400 461,600 7,642,100 99.37

区 分

決　算　額
特　　定　　財　　源

5割減
(被扶養者)

均 等 割
軽 減 無 し 合 計

8,548,100 3,298,100

1,501,843,826 0

    (単位　　人) 

(うち過年度) 2,871,000 2,865,500 0 5,500 99.81

小 計 1,271,394,000 1,268,540,300 0 2,853,700 99.78

滞 納 繰 越 分 461,600 4,788,400 38.58

特別徴収 832,092,800

36 5,622 14,853

6,113 1,747

内 併 徴 者

合 計

7割減 5割減 2割減

832,092,800 0 0 100.00

普通徴収 439,301,200 436,447,500 0 2,853,700 99.35

5,430 1,543 2,222

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

(単位　　円) 

区 分

△ 529 △ 1,347

1,201
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★墓園事業特別会計 ○墓園事業の概要

　　墓参に来られる方々が気持ちよくお参りできるよう、園内の草刈りや

　整枝剪定等による維持管理と、各種申請手続き及び台帳管理等を行った。

○墓園事業収入

　・年間管理料

　　　　5,550円 ×   5区画 =    27,750円

　　　　5,650円 × 719区画 = 4,062,350円

　　　　3,295円 × 　5区画 =    16,475円

　・永代使用料

　　　200,000円 ×   4区画 = 　800,000円

　　　100,000円 ×　 1区画 =　 100,000円

　・墓所使用承認証再発行手数料

　　　　  300円 ×  21件　 =     6,300円

　・年間管理料督促手数料

　   　　　50円 ×  37件　 =   　1,850円

01款 墓園事業費

 01項 墓園事業費

  01目 墓園管理費

6,484,690円

○墓園管理事業

墓園共有区画中低木伐採、
駐車場付近支障木伐採

980,100園内支障木伐採業務委託

6,484,690 6,484,690

(単位　　円) 

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

樹木等管理委託　

公園等管理業務委託

施設修繕

事　業　名

合　　計

会議研修等負担金

その他維持管理経費

墓石撤去業務委託

6,484,690

36,000

494,627

262,900

1,540,000

1,366,200

1,804,863

事　業　費

無縁墳墓墓石の撤去

樹木剪定、急傾斜地草刈

草取り、清掃等

安全施設(ガードレール等)設置、
水道施設修繕等

事 業 概 要
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

★駐車場事業特別 ○中央駐車場概要

　会計 　・名　称　　　　　三島市営中央駐車場

　・所在地　　　　　三島市中央町1番8号

　・構　造　　　　　地上5階6層

　・形　式　　　　　自走式立体駐車場

　・収容台数　　　　269台

　・営業時間　　　　24時間

　・営業開始  　　　平成6年8月14日

○中央駐車場収入

(　)はR2実績

○三島駅南口駐車場概要

　・名　称　　　　　三島市営三島駅南口駐車場

　・所在地　　　　　三島市一番町16番1号

　・形　式　　　　　自走式平面駐車場

　・収容台数　　　　365台

　・営業時間　　　　24時間

　・営業開始  　　　令和3年4月1日

○三島駅南口駐車場収入

01款 駐車場事業費

 01項 駐車場事業費  

  01目 駐車場管理費  

38,003,882円

○中央駐車場管理事業 円

　・委託

事　　　業　　　名

中央駐車場施設設備等
保守業務委託

中央駐車場管理業務
委託

合　　　　計 14,797,618

12,486,694

2,310,924

事  業  費

1日平均

108,415
(99,301)

39,571,600
(36,244,900)

令和3年度使用料収入

令和3年度使用料収入 1日平均

267,17297,517,800

(単位　台、円) 

駐 車 台 数 使 用 料

令和3年度駐車台数 1日平均

駐 車 台 数 使 用 料

(単位　台、円) 

(単位　　円) 

国・県支出金 市 債 そ の 他

38,003,882

市営中央駐車場駐車料金徴収及び
清掃等業務

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

事　業　概　要

市営中央駐車場の各種設備の保守
業務

24,355,467

(単位　　円) 

令和3年度駐車台数 1日平均

97,294
(91,138)

267
(250)

38,003,882

245,540 673
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費　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○三島駅南口駐車場管理事業 円

　・主な委託

03款 諸支出金

 01項 繰出金  

  01目 一般会計繰出金  

90,480,000円

○一般会計繰出金の状況

　・中央駐車場は平成26年度の市債償還終了に伴い、引き続き一般会計に

　　繰出金を支出した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

　・三島駅南口駐車場の収支状況を鑑み、一般会計に繰出金を支出した。

円

誘導灯及び多目的トイレの照明器
具を従来の照明からLED照明に交
換

90,480,000 90,480,000

(単位　　円) 

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国・県支出金 市 債 そ の 他

(単位　　円) 

事　業　概　要

市営三島駅南口駐車場の管理、駐
車料金徴収等業務

三島観光案内所における回数駐車
券販売業務

事　　　業　　　名

市営中央駐車場屋上外
周フェンス改修修繕

市営中央駐車場照明設
備修繕

市営中央駐車場料金精
算機キャッシュレス決
済端末設置修繕

合　　　　計

事　　　業　　　名

三島駅南口駐車場管理
業務委託

三島駅南口駐車場使用
料徴収等業務委託

合　　　　計 11,428,709

54,040

11,374,669

事  業  費

4,532,000

1,705,000

1,012,000

1,815,000

事　業　費

13,050,095

(単位　　円) 　・主な修繕

事　業　概　要

屋上外周フェンスの老朽化による
修繕

キャッシュレス決済の導入に必要
な端末を設置

15,000,000

75,480,000

-180-




